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略語

WHO；世界保健機構 （WorldHealth Organization) 

DALYs；障害調整生命年（disabilityadjusted life years) 

ACHA；米国大学健康協会（AmericanCollege Health Association) 

DACセンター ；DiversityAccessibility Career Center 

ICD-10；国際疾病分類InternationalClassification of Diseases第 10版（2003

年改訂）

CGI-S；臨床的総合評価尺度一重症度（ClinicalGlobal Impression-Severity 

Illness Scale) 

CGI-GI；.臨床的総合評価尺度－改善度（ClinicalGlobal Impressions-Global 

Improvement) 

SPSS ; Statistical Package for Social Sciences (SPSS Japan, Inc., Tokyo, 

Japan) 

OECD；経済協力開発機構（Organizationfor Economic Co-operation and 

Development) 
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第 1章研究背景

第 1節本邦における若年者のメンタルヘルスの重要性

2010年に 1680万人であったわが国の年少人口は、 2060年には 1087万人

以下にまで減少することが予想されており 1) （図 1）、彼らが生産人口にいた

るまで健やかに成長できるよう支援することは、国の重要課題となっている。

しかし成人になる直前の青年期後期は、自我同一性の確立に伴う特有の不安定

さから、様々な心理的問題が発生しやすく、本邦では死因における自殺の割合

も高い 2,3) （表 1）。摂食障害、統合失調症などの重要な精神疾患も、この時

期に発症、顕在化しやすく、大学生が在学中に発病するケースもまれではない。

15歳から 29歳の若い世代の健康生活が損なわれる原因において精神神経

疾患が占める割合は大きい 4) （図 2）。 WHOは、病的状態、障害、病死によ

り失われた年数を意味する障害調整生命年（障害調整生命年 disability

adjusted life years; DALY s）を疾患ごとに発表している。先進国における精

神疾患の DALYsは高値であり、損失はがんや心疾患によるものより大きい 5）。

本邦でも、この年代の精神心理的問題の重要性に注目し、多方面からの調

査 ・研究活動を行う機関があり、東京大学のユースメンタルヘルス講座 6）は

その一例である。若者の社会心理的問題といえば、世界に先駆けて我が国で提
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唱されたひきこもり 7）の問題があり、これは近年長期化して中高年に至るケ

ースも多く、昨今マスコミでも取り上げられている。政府もこれを重要視し、

調査 ・対策を行っているが 8）、十分とはいえずさらなる対応が望まれている。

さらに、高齢化により労働人口の減少が指摘される中で、若者の早期離職率が

3害1Jを超えることが明らかになった 9）。原因の多くはストレスと考えられ、

2015年 11月より職場のストレスチェックが義務付けられている 10,11）。

若者のメンタルヘルスを取り巻く状況は、このように多くの問題を含んでい

る。本邦の大学進学率は、近年 50%を超え 12）、半数以上の若者が大学キャン

パスで社会に出る直前の数年間を過ごしている。このため、大学の学生支援の

中でも、メ ンタルヘノレスの維持 ・増進は、重要な課題の一つである。日本学生

支援機構では、大学生のおよそ 1割が何らかの精神的な問題を抱えていると推

測している 1.3）。

海外では、アメリカで大学を退学した者の 64%が心理 ・精神的な問題を自

らの退学の理由に挙げたとしづ調査がある 14）。米国大学健康協会（American

College Health Association ; ACHA）の大規模なアンケート調査では、うつ

や不安などの精神的な問題が修学上の主要な障害であると報告している 15）。

海外においても、若者のメンタルへ／レスが重要な問題であるという認識に変わ

りはないようである。
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第 2節 障害者権利条約に基づく大学のとりくみ

急速に進む少子高齢化の中、若者のメンタルヘルス対策は我が国の急務の一

つであるが、このような状況において、 2014年 1月に障害者権利条約 16）が批

准された。この条約は、 2006年 12月に第61回国連総会において採択された

条約であるが、関連法案の整備がなかった本邦では、 2014年 1月の障害者基

本法 17）や障害者差別解消法 18）の成立を経て、約 7年遅れての批准となった。

これを受けて、平成28年 4月からは、国公立の大学、高専にとって障害者へ

の合理的配慮、は法的義務であり、学校法人 ・学校設置会社にとっても配慮への

努力義務が生じることとなった 19) （図 3）。つまり、精神障害を持つ若者に対

し、診療のみならず障害者支援の視点を持つことは、我々にとっても必須の事

柄となったわけである。

欧米の大学の実態をみると 20）、健常者と可及的に同じ条件で学べるよう、

多くのマンパワーや道具を用いた支援が行われており、身体 ・感覚器障害の当

事者には概ね好評で有効な印象を受ける。日本でも、同様の取り組みは可能で

あり、今後急速に環境は整うと予想される。筑波大学でも、人間系や障害学習

支援室が中心となり、さまざまな研究・取り組みを開始している 21）。しかし、

精神障害にはその他の障害とは異なる側面があり、支援は容易ではない。つま
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り、身体障害では障害が固定しているのに対し、精神障害では困難が時や場面

で変化し、理解しにくい。また、周囲は健常者と同じ条件になるよう最大限手

をかしても、モチベーションや学習効率を含めた当事者の高次機能を代行する

ことはできない。我々医療者も実際の支援にはとまどいを感じる状況であるが、

基礎的な準備がないまま支援を要請される学内教職員など、にあっては困惑す

る場面も多く、対処についての相談は絶えない。このような実情からも、一般

の支援者にも理解しやすい支援の指針が必要と考えられる。

これらの事情のもと 、我々は医療と学校保健の双方の立場から、彼らへの支

援の必要性を感じていた。

第 3節本研究に取り組んだ契機

一筑波大学保健管理センター精神科業務 22）について一

筆者が大学生のメンタルヘルスや，寵患学生への修学支援に取り組むよう

になったのには、以下のような経緯がある。

筆者は長きにわたり地域の精神科病院で診療に従事していたが、 平成 16

年 10月、縁あって筑波大学保健管理センターに非常勤医師と して勤めるこ

ととなった。おりしも大学は大学法人化して間もない頃で、教育組織の改組

をはじめとした多くの改革が計画されているところであった 23）。
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筑波大学は、 2017年 5月現在、総学生約 16,800名、このうち学群（他大

学においては学部に相当）学生約 9,950名を擁する総合大学である 24）。学

生は日本全国や海外から集まり、多くは親元を離れて学内の学生宿舎や周辺

のアパートで生活している。大学周辺の精神科医療施設は少数であり、学生

の精神面で、の健康管理を担っているのは、主には本学保健管理センター精神

科である。同センターは薬剤の処方も可能なクリニックの機能を備え、精神

科では筆者を含めた 3名の常勤精神科医と 1名の非常勤精神科医が、年間約

600名延べ約 4200件（2016年度）の学群学生の診療を行っている 25）。我々

は、必要であれば同じフロアで相談業務にあたっている計 12名の心理士や

障害支援室、キャリア支援室（現DiversityAccessibility Career Center ; 

DACセンター）スタッフなどと連携をとることもできる 26）。診療費用は大

学の経費で賄われており、学生個人には経済的な負担は無い。この様な環境

において、保健管理センター精神科は開学以来、診療及び保健、啓発活動を

千子ってきた。

筆者が入職当時、年度途中で前任者から引き高齢、だ学生を診療し、春には

数名を卒業させる予定で‘あった。しかし、実際にはこの年の担当学生は一人

も卒業にいたらず、最終学年にあった者の多くは、留年 ・休学などで修学を

延長することとなった。大学生は、重篤な精神疾患の好発年齢にあたるが、
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一旦精神疾患に薩患すると修学がいかに困難か、このとき思い知らされた。

また平成22年からは常勤となり、同センターに勤務してこれまで 10余年を

経たが、毎年学内で自殺が数件発生するのを知るにつけ、予防活動の必要性

を強く感じた。自殺が周囲に与える衝撃は大きく、社会的にも深刻な問題と

の認識を新たにした。自殺のリスクとなる要因の一つに、修学の滞りがある

ことは知られており 2,27）、この点でも修学支援は重要と考えられた。

このような中で、精神疾患を有する大学生の卒業を妨げる要因について、

明らかにする必要性を感じるようになった。この要因が明らかになれば、よ

り適切な学生支援が可能になると考えられる。
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第 2章 目的

精神疾患を持つ大学生の学業転帰とその要因を詳細に検討することは、彼ら

の学生支援を検討する上で極めて重要である。大学生に特有の精神的不調につ

いては、本邦では笠原 28）の研究が知られるところである。笠原は、 1960年代

にWaltersが提唱した「スチューデント ・アパシーJをもとに、大学生に見ら

れる慢性的な無気力状態を報告してこの概念を定着させた。1980年代には本学

の稲村 29）、嶋崎 30）らを含め、スチューデント ・アパシーについては多くの研究

31, 32）がなされている。

しかし、大学生の精神疾患と学業転帰との関係を調べた統計学的な研究報告

は、わが国では前述の内田らによる大学側の統計か、アンケート調査といった

集団統計調査のみであった。欧米においても、精神疾患の医学的評価やこれに

まつわる要因ではなく、修学時間や周囲との交流などの心理的要因と学業転帰

の関係を研究した報告 33）がほとんどである（表2）。特に精神疾患のどのような

問題が卒業 ・退学としづ学業転帰に関わるか、症状経過と関連してその詳細を

調べた我が国での研究報告は、調べ得た限り見当たらなかった。その理由とし

ては、学生のメンタルヘルスを担う多くの大学の保健管理センターでは主に臨

床心理士が学生相談を担当しており、必ずしも精神科医による診療が行われな
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いため、診療記録と学業転帰の照合が困難であることが考えられる。筑波大学

保健管理センター精神科は、精神科医が直接診療業務を行っているため、診療

記録と学業転帰との照合が可能である。

そこで今回我々は、「精神科通院学生が健常学生に比し卒業しにくいJという

作業仮説をたて、この仮説を統計学的手法によって検証した。その後、彼らへ

の有効な卒業支援策を考えるため、彼らの修学、特に卒業 ・退学という転帰に

関わる要因を知る目的で、精神疾患にまつわるファクターに焦点を当て、診療

録を調査 ・検討する後方視的研究を行った。
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第 3章対象・方法

第 1節対象

対象は、2004年 10月から 2016年 3月に筑波大学保健管理センター精神科を

受診し、その学業転帰（卒業、退学）が 2016年 3月末の時点で既に決定してい

る自験例の学群（他大学においては学部に相当）学生 370名である。このうち、

2014年 3月末までに転帰が決定した 203名については、健常学生（対照） 203 

名との間で、学業転帰の比較を行った。 2014年4月以降は個人情報の取扱いの変

更から健常学生のデータが入手不可能となったため、対照群が得られなかった。

健常学生は、教育推進部の協力を得て筑波大学成績管理システムの情報から

抽出した、保健管理センター精神科受診歴のない者である。年齢、性別、 専攻

が受診学生203例と一致する者の中から、乱数表を用いて無作為に抽出した。

ここでは、「受診学生」を当保健管理センター精神科受診学生、 「健常学生Jを

当センター非受診学生としている。

対象の全受診学生は、担任 ・指導教官やカウンセラーから受診を勧められた

例や、平成24年度以降は定期健康診断の結果に基づいて当センターから受診を

勧めた例も含まれるが、全例自らの意志で、受診に至っている。一時期入院を要

した重症例もあるが、受診した全例が対象であり、除外した症例はない。
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第 2節調査方法

まず、全受診学生（対象）370例と対照 203例の学業転帰を大学本部の許可

を得て成績管理システムを用いて確認した。さらに、対象 370例の診療録を後

方視的に調査し、転帰に影響すると予測される項目を抽出した。抽出項目は、

表 2に示すように、①属性として、性別、 専攻、初診時年齢、発症時年齢、初

診時学年、初診時在籍年数、初診時擢病期間、 ②精神医学的評価項目として、

診断（InternationalStatistical Classification of Diseases and Related Health 

Problems: ICD-1034＞）、初診時の臨床全般印象評価尺度一重症度 Clinical

Global Impression-Severity Illness Scale: CGI-S 35）、終診時の臨床全般印象度

一改善度 ClinicalGlobal Impression-Global Improvement: CGI-GI35）、自殺企

図回数、③治療や相談に関する（評価）項目として、当センター診療期間、診

療回数、治療中断の有無、家族の治療スタッフへの相談回数、教員の向相談回

数、心理士の関与の有無、④修学状況として、入学前の不登校歴、入学後の閉

じこも り期間、留年回数、休学期間、学業転帰（卒業 ・退学）である。

なお、専攻は、文系、理系、医療系、体育、芸術に大別した。ここでいう医

療系とは、 他大学における医学部、看護学部、医療科学部を指す。精神疾患の

診断は、 ICD-10に基づいて行った。心理士の関与は、当センターの学生相談
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部門において、心理士による心理カウンセリングを受けた場合を 「関与有りJ、

とした。また、ここでいう閉じこもりは、厚生労働省におけるひきこもりの定

義 36）、すなわち「様々な要因の結果として社会的参加（義務教育を含む就学，

非常勤職を含む就労，家庭外での交遊など）を回避し、原則的には 6ヵ月以上

にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での外出

をしていてもよし、）を指す現象概念である。なお、ひきこもりは原則として統

合失調症の陽性あるいは陰性症状に基づくひきこもり状態とは一線を画した非

精神病性の現象とするが、実際には確定診断がなされる前の統合失調症が含ま

れている可能性は低くないことに留意すべきであるJに準じて判定し、「閉じこ

もり Jに関しては、期間や所属の有無を間わず、精神疾患に伴うものとした。

閉じこもり期間とは、入学後終診までの聞にこれを認めたものの合計期間とし

た。

CGI-Sは、 lの正常から 7のきわめて重症まで、 CGI-GIは1の著明改善から

7の著明悪化まで、ともに 7段階のスケールで、ある。

CGI-S及びCGI-GIの判定等、判断しにくいデータの処理は、著者に加え、

他の 2名の保健管理センター常勤精神科医が協議の上行った。また、個人情報

は匿名化して集計した。
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第 3節統計学的検討

まず、 2014年度末までに転帰の決定した受診学生203例と、条件を合わせた

対照 203例の学業転帰を比較した。また、それぞれの在籍期間とその分散につ

いても比較した。

さらに全自験 370例を卒業群 ・退学群に分け、調査項目毎にデータを比較し

た。統計学的検討は、平均値の差はスチューデントの t検定を、カテゴリ一間の

差はχ2検定を用いて行った。また、学業転帰に影響する要因を調べるため、転

帰を目的変数とし、性別、専攻、初診時年齢 ・学年、診断、通院回数、初診時

CGI-Sスコア、教官との相談回数、心理士関与、不登校歴、閉じこもり期間、

留年回数、休学期間の 13項目を説明変数として、ステップワイズ法による ロジ

スティック回帰分析を行った。これらの説明変数は、多重共線性に留意して選

択した。この結果を基に、転帰と有意に関わるとされた各要因がどのように学

業転帰に寄与するかを知るために、パス解析を行った。パス解析で、は変数を 4

水準に分け、上位の水準の変数を説明変数とする重回帰分析を繰り返し行った。

まず、 CGI-S（初診時重症度）や閉じこもり（第 1水準）があって、留年、休学

（過年在籍）や自殺企図（第2水準）が起こること、またその後に CGI-GI（第

3水準）が確認されて、転帰（第4水準）に至る、という時間的流れに従って図

4のように各水準を設定した。第 4水準の学業転帰については、卒業群を O、退
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学群を 1としたダミー変数を投入して解析した。ここでは重回帰分析はすべて

強制投入法を用いて行った。

以上の統計学的解析は、 IBMSPSS Ver.19.統計パッケージを用いて実施した。

第4節倫理的配慮

本調査は、学業の滞りが学生の自殺に結びつきやすいとしづ報告に基づき、

本学の学内委員会である「学生支援 ・自殺予防ワーキンググノレー7037) J内で提

案され許可された調査である。調査に際しては得られた情報を匿名化し、集団

で解析を行って個人情報保護に十分に留意した。後方視的な調査であるため、

各被験学生への周知は、本学保健管理センターホームページ内やセンター掲示

板に明示することで、行った。

尚、本研究は、筑波大学医の倫理委員会の承認を得て行った（No.769）。
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第 4章結 果

第 1節学業転帰について（表3)

表3に示すように、受診学生 203例の退学率（退学数； 27／全症例数； 203)

は 13.3%、対照の健常学生 203例の退学率は 5.4%(11/203）で、あった。これに

より、受診学生の退学の相対危険度は 2.5であることがわかった。

受診学生の在籍期間は対照、の在籍期間に比し有意に長かった。また、在籍期

間の分散は受診学生の方が大きく、双方で有意な差を示した。

第 2節属性について（表4、5)

全受診学生は 370名（女性215名、58%）で、このうち卒業群は320名（86.5%）、

退学群は 50名 （13.5%）であった。

まず属性をみると、退学群で、は女性が有意に少なかった（卒業群； 60%、退

学群； 44%）。専攻や、初診時 ・発症時年齢 ・初診時在籍年数に有意差は認めら

れなかった（表4）。初診時の学年は卒業群 3.0年次に比し、退学群 2.6年次と

有意差が見られた。また、学年をカテゴリ一変数として検定したところ、卒業

群では4年次に初めて来院する学生が、退学群に比して有意に多かった（卒業

群 ；39.1%、退学群； 24.0%）。また、擢病期間についても有意差があり、退学
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群の方が有意に長かった（卒業群； 24.6ヶ月、退学群 36.6ヶ月）（表5）。

第 3節調査項目の比較（表6-9) 

調査項目について、まず精神医学的調査項目（表6、7）をみると、対象者

全体の精神医学的診断は F3（気分障害圏） (24.1%）及びF4（神経症性障害圏）

(35.9%）群が多かった。気分障害圏の下位分類では、うつ病、反復性うつ病が多

かった。また対象者の初診時CGI-Sスコアは3.7と中等度の症状を示しており、

性別で見ると、女性の方が有意に低かった（女性； 3.6、男性 ；3.9、pく0.05）。

終診時CGI-GIスコアは、2.1と中等度以上の改善をみせた。治療に関する調査

項目（表8）では、当科の診療回数 ・診療期間は、多い者では 110回、85ヶ月

に及び、半数弱（48.9%）が同時に心理士の介入を伴っていた。修学状況（表9)

をみると 、入学前に不登校歴のあった者は 5.9%で多くはなかったが、閉じこも

り期問、ならびに休学期間は、平均で約 4ヶ月、 3学期制でいえば 1学期間に相

当する期間を学業に向かえず過ごしたことがわかった。

両群を比較すると、精神医学的評価項目の精神科診断については、退学群で

有意に統合失調症圏が多かった（卒業群； 18%、退学群； 38%)（表6）。気分障

害圏の下位分類では、退学群で有意にうつ病が多かった。初診時の CGI-Sスコ

アは、卒業群で3.6、退学群で4.6であり、退学群が有意に高く 、より重症であ
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った。終診時の CGI-GIスコアは、卒業群が 2.0、退学群が 2.8であり、退学群

が有意に高く、改善度が低かった。自殺企図の回数も両群で有意差があり、退

学群の方が多かった（卒業群； 0.1回、退学群； 0.2回）（表7）。本調査全体で

既遂が一例あり、これは既遂をもって退学とみなした。

治療に関する評価項目（表8）では、当科での診療期間、すなわち初診から

終診までの期間については2群間の差は有意で、はなかったが、診療回数は、卒

業群が 12.2回に対し、退学群が 18.4回で、退学群の方が有意に多かった。治療

中断は退学群が有意に少なかった（卒業群 ；51.2%、退学群； 36.0%）。家族の

当科への相談回数は退学群で、有意に多かったが（卒業群； 0.7回、退学群； 1.8

回）、教育組織や心理士の関与については、両群で、有意差は無かった。

修学状況（表9）に関しては、退学群において、入学前の不登校歴が有意に

多かった（卒業群； 4.7%、退学群； 14.0%）。入学後の閉じこもり期間も、卒業

群で平均 1.8ヶ月、退学群で 17.8ヶ月と、退学群の方が有意に長かった。また、

留年回数も、卒業群で0.3回、退学群で 0.7回と、退学群のほうが有意に多かっ

た（対象においては、精神疾患発症前に留年を経験した者はいなかった）。休学

期間も、卒業群で平均 2.3ヶ月、退学群で 11.8ヶ月と、退学群の方が有意に長

かった。
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第 4節学業転帰に影響する因子（表10、図4)

以上の調査項目のうち学業転帰に影響する要因を調べるため、学業転帰（退

学 ・卒業）を従属変数、前述の 13項目（全調査項目から、多重共線性に留意し

て選択したもの）を独立変数とするロジスティック回帰分析を行った。その結

果表9に示すように、自殺企図回数、初診時 CGI-Sスコア、閉じこもり期間、

休学期間が、学業転帰と有意に関係することがわかった。ここで最もオッズ比

が高かったのは 2.58(95%信頼区間 ：1.16-7.07）の自殺企図回数で、1因企図

があると 3倍弱退学しやすくなるという結果で、あった。

ここで CGI-Sスコアが高い学生では退学率が高くなることがわかったが、相

関を調べたところ、CGI-Sスコア及び閉じこもり期間は、留年回数と有意に相

関することがわかった（p<0.01）。さらに、閉じこもり期間及び休学期間は、

CG I-GIスコアとも有意に相関していた（それぞれpく0.05、 p<0.01）。それゆ

え、留年回数と CGI-GIスコアは退学に有意に関わっていた。

これらの各要因の転帰への寄与をパス解析により調べたと ころ、図4に示す

ような結果が得られた。第 1水準の CGI-Sスコアは、第2水準の休学期間（。

=0.202）、留年回数（f3 =0.135）に寄与するほか、第4水準の学業転帰（ f3 =0.123) 

にも直接寄与していた。閉じこもり期間は、休学期間（ f3 =0.310）、留年回数（ f3 

=0.302）に、初診時重症度よりも強く寄与するほか、学業転帰に直接寄与し、
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その影響は全ての要因で最も強かったは＝0.407）。第2水準で、は、休学が第3

水準の CGI-GIスコア（{3 =0.182）と第4水準の学業転帰（{3 =0.220）に比較

的強い影響を与えていた。留年は、CGI-GIスコア、学業転帰に有意な影響を与

えていなかった。自殺企図回数は、学業転帰に弱い影響を与えていた（ {3 =0.111）。

CG I-GIスコアは、学業転帰への関与傾向 （p =0.088）はあったが有意ではな

かった。
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第 5章考察

第 1節本研究の意義

精神疾患を持つ学生の退学率が高いことは過去の研究 14,38, 39, 40）でも示されて

はいたが、今回の我々の調査で、わが国においても同様であることが統計学的

に確認された。また、 CGI-S（初診時重症度）や CGI-GI（病状改善度）という

精神医学的要因のみならず、自殺企図、閉じこもり 、休学及び留年等、疾患に

伴う二次的な心理社会的重症度、不適応状態が学業転帰に影響を与えることが

明らかになった。この結果から、精神疾患権患学生の学業転帰に関するリスク

因子、防御因子も検出された。

第2節調査結果の解釈

結果のいくつかは我が国独自の社会文化的背景によって修飾されている可能

性がある。

①退学率の比較について

一般的に、擢病学生が学業上不利であることは当然のことのように議論され

るが、今回これを統計学的に立証したことで、支援の必要性を裏付ける ことが

できた。
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②性、専攻について

まず、対象の性別で、は女性の卒業率が高かったが、これは Organizationfor 

Economic Co-operation and Development (OECD)41）のデータと合致していた。

女子学生は、入学した出点で既にある程度条件が整っているため卒業率が高い

という見方もある 42）が、一般的に女性の方が援助希求性が高く、構内での支援

組織を利用しやすいと考えられる。今回の保健管理センター受診学生も、女性

の方が多かった。また、 女性の方が初診時重症度が低かったことから、より早

期に受診したとも考えられる。専攻については明らかな差は認められなかった。

これについては、過去の報告 42,43, 44）でも結果はさまざまである。

③初診時学年について

初診時学年は、より高学年であると、退学しにくいことがわかった。入学後

早期に受診する学生はより重症であり、退学のリスクも大きいといえる。最終

学年で学生は、就職活動や卒業論文制作、大学院入試等の多くの問題に直面し

2, 45）、精神的負担が増大する。卒業群は比較的軽症で、そのような進路にまつわ

る問題に直面してはじめて受診した者が多かったと推測される。見方をかえれ

ば、低学年から受診している学生はより重症であり退学のリスクも大きく 、注

意すべきケースといえる。

退学の時期について調査したイギリスの報告 46）によると、学力に問題のある
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ケースはより低学年のうちに退学し、精神的な問題を抱えるケースはより高学

年で退学するとのことであるが、本研究では発病前に留年を経験したケースは

なかったため、学力の問題は除外できると考えられた。

④ 診断について

対象全体ではF4(35.9%）、F3(24.1%）、F2（統合失調症圏 21.1%）群の順に

多く、統合失調症圏の割合は一般に言われるより高い結果で、あった。クリニツ

ク機能を有する当センターでは、 他学に比し診療期間が長いため、経過中に統

合失調症が明らかになる例も見られた 47,48）。また、本学には心理士による学生

相談部門があるため、よ り軽症な学生はそちらの対応のみで寛解したとも考え

られる。今回の調査では、これらの点や、初期統合失調症や単純型統合失調症

を積極的に診断していることが、母集団の統合失調症圏の割合が高かった一因

と考えられた。発達障害圏に関しては、直接受診に到る原因となった診断（例

えば適応障害等）を算定しているため、ここでの害rj合は実数より少ないと考え

られる。

内田によると、精神疾患を理由に退学した学生は気分障害群が多かった 42）が、

今回の調査では、退学群で、は統合失調症圏が有意に多かった。疾患の特性から

考えれば、慢性に経過し全般的な機能低下を特徴とする統合失調症は、修学に

おいてもことさら不利であろうことが推測される。同様に、退学群の初診時，寵
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病期間がより長かったが、これは疾患が慢性のものであればより修学上不利で

あることを裏付けている。 しかし、海外の報告 49,50, 51）では不安障害、双極 I型

障害、物質使用障害、反社会的パーソナリティ障害など修学に影響する精神疾

患は様々である。すなわち、学業転帰により大きく影響を与える精神疾患の種

類は、社会的環境により異なると考えられる。

⑤重症度、自殺企図について

初診時の CGI-Sスコア、すなわち初診時重症度は、退学群の方が有意に高か

った。また、この大きさは直接学業転帰と関係していた。自殺企図は退学群で

有意に多く 、過去の報告 52）でも自殺と退学の5郎、関連性は証明されている。初

診時の重症度や自殺企図は、学業転帰に関わるリスク因子と考えられた。

⑥治療や相談について

診療回数や家族からの相談は、退学群で、有意に多かった。これは、 一定期間

に頻回の診察や家族からの相談を必要とするより重症な学生が、退学群に多か

ったためと推察される。反対に、治療中断例は退学群で、有意に少なかったが、

これは治療中断が可能な軽症の学生が卒業群に多かったことを示している。

⑦修学状況について

閉じこもり期間は退学群で有意に長く、閉じこもりが有意に転帰を悪化させ

ている。ロジスティック回帰分析やパス解析の結果からも、閉じこもりは学業
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転帰に強く影響する要因と考えられる。2009年の内閣府の若者（15-39の歳）

のひきこもりに関する調査 53）でも、ひき こもり群の中退率は 18.6%と一般群の

3.1%に対して多く、 ひきこもりと中途退学との関連性は確認されている。

また、留年回数、休学期間の双方ともに、退学群で有意に多く長いことがわ

かった。留年生の退学率が高いことは前述の内田の報告 2,42, 45）でも明らかであ

るが、精神疾患をもっ学生においても、過年在籍が退学と強く結びつくことが

確認された。擢患学生では、出席時間が減り大学コミュニティとのネットワー

クが乏しくなることが退学と関連するとの報告 33）や、彼らは教育組織から認識

されにくく支援を受けにくい 54）という考察がなされているが、精神疾患による

留年 ・休学、閉じこもりはこうした要因をより助長するものと考えられる。

以上から、閉じこもりや過年在籍は、明らかに擢患学生の学業転帰に関わる

リスク因子である。

③治療による改善度について

CG I-GIスコアは、上述の閉じこもりや休学と有意に相関するため、学業転帰

への関連が示唆される。 CGI-GIスコアは低値であるほど改善度が高いことを示

すため、治療による改善度は卒業しやすさに結び付く。これは、我々の精神科

治療が、一部の擢患学生を支援できたということを意味する。つまり病状改善

度は、権患学生の学業転帰に関わる防御因子と考えられる。ただしパス解析の
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結果から、閉じこもりや休学が長引けば、改善度が低下することが予測される。

第3節精神疾患をもっ学生への支援のあり方

今回の結果から、精神疾患をもっ学生においては、疾患そのもののみならず、

疾患に伴う自殺企図や閉じこもり、過年在籍などの心理社会的不適応状態が、

学業転帰に影響を与えることが明かになった。これは、転帰改善のためには、

適切な治療だけではなく、学業を含めた生活全般の支援が必要ということを示

している。必要な支援の体制、対策としては、まず初診時の社会生活上の重症

度が学業転帰に反映するため、社会的機能が大きく低下する前に受診するよう、

学生自身や関係者に、さらに呼び掛ける必要がある。先行研究では、スチュー

デン ト・アパシーを呈する学生は概して援助希求性に欠ける 29,30）とされており、

そのような学生を治療の場に連れ出し支援者と結びつけるには、今後も相応の

工夫が必要と考えられる。支援としては、海外ではボストン大学精神科リハビ

リテーションセンターによる精神障害者の高等教育支援プログラム55）が知られ

ており、他の大学でも取り入れられている。本邦では社会的支援として、各大

学が出席管理システムを用いた不登校学生への支援等様々な取組み 56,57, 58）を

実践している。特に閉じこもり対策では、和歌山大学での先駆的なキャンパス

デイケア 59,GO）が有名である。筑波大学では、留年・ 休学経験者によるピア ・サ
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ポート活動を行っている 61）。これらの対策に共通する視点は、し、かに本人が大

学に居場所をもち、仲間とつながり、孤立せず過ごせるかという点である。一

方、 CGI-8スコアが低い、すなわち心理社会的に重症な学生については、佐賀

大学でのキャンパス ・ソーシャルワーカーの活用 62）等 63）の、個別の生活支援

が有用と考えられる。

最後に、特に過年在籍としづ問題については、留年が決定的となる前に学生

の所属する教育組織と密に連携をとることが重要である。例えば閉じこもりが

ちな学生にはインターネットやビデオ教材を用いた学習の許可を打診する等、

本人の参加しやすい形での学業継続がかなうよう、支援するのも一法である。

第4節本研究の限界

本研究には、いくつかの限界がある。まず、すべて著者一人の自験例である

ため評価の基準は一定しているが、調査は日本の一大学に限定されており、症

例数が少ない。本学特有の環境による影響も結果に関わる可能性はある 64）。ま

た、後方視的調査というバイアスもある。このため、疾患関連以外の情報（例

えば学生の経済状況や学力、学問に対するモチベーション、入学試験の形態）

は特に訴えのあった者以外では診療録に記載がなく、今回検討できていない。

さらに、我が国独特の社会文化的背景をふまえ、文献が日本語に偏っている。

26 



また、ごく少数と予想されるが、外部の医療機関に通院中の学生が対照に含ま

れる可能性もある。
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第 6章結論

精神疾患で受診中の学生は、健常学生に比し、有意に退学率が高いことが分

かった。退学に有意に関わるリスク要因は、自殺企図、初診時重症度、閉じこ

もり、過年在籍であった。終診時の病状改善度は、退学率を低下させる防御因

子と考えられた。受診学生の学業転帰の改善には、適切な精神科治療のみなら

ず、キャンパス内での社会的不適応状態への支援（教育的支援や個別の生活支

援等）が必要と考えられた。
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第 7章今後の展望

これまでわが国では、そもそも大学の中途退学についての公式な調査、発表

は行われていなかった。このため、退学率の明確な定義もなく、大学側でも積

極的に公開しないことが慣例で、あった。しかし、近年新聞社の調査で一部が公

表されたところ反響が大きく 、この情報がし1かに必要とされているかが明らか

になった 65）。若者の人口が減り 、必然的に大学教育が厳しく評価されるように

なっている。退学に焦点をあてて考えた時、精神疾患を持つ学生への支援は、

大学にとって重要な課題である。昨年、障害者権利条約が我が国においても発

効し、障害者への適切で合理的な支援は、国公立大学等での必須事項となった。

今回の調査を踏まえると、今後、精神障害を持つ大学生の修学支援には、従来

のもののみならず様々な視点からの新たな方策が望まれる。

今回の結果からまずできることは、生活機能が低下した学生や閉じこもり学

生に向けて、家庭訪問などの個別対応を行うことである。これがうまく機能す

れば、閉じこもり学生にもアプローチできる可能性がある。閉じこもりは、留

年や退学の大きなリスク要因となっている。また、受診学生が修学に不安を持

った際、ためらわず教官と相談し、修学継続に向けた配慮を請うよう勧めたい。

保健管理センターと教育組織との連携のため、定期的な会合も勘案中である。
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大きなリスク因子である自殺の問題に対しては、予防のための教育フ。ログラ

ムの検討が始まった 66）。より良いプログラムを練り上げ、最大限の教育効果を

期待したい。

我々の目的は、医療者としてのみならず、学校保健及び障害者支援の観点か

ら精神疾患を持つ大学生を支援することである。修学の志を持って入学した若

者は一人でも多く卒業できるように本研究で得られた知見を活用していきたい。

最後に、擢患学生個人においては大学に在籍し続けることが大きな負担とな

ったり、職業専門性の高い専攻で、卒後の就労形態が限定されたりすることも

想定される。そのような例では、学外に適切な環境を求めて方向転換する方が

望ましい場合もあろう。多様な価値観で転帰の問題を眺めるのは、次の課題と

したい。
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表1. 年代別死因

年齢（歳） 1位 2位 3位

0歳 先天奇形等 呼吸障害等 乳幼児突然死症候群

1～4 先天奇形等 不慮の事故 悪性新生物
5～9 悪性新生物 不慮の事故 先天奇形等

10～14 悪性新生物 自殺 不慮の事故
15～19 自殺 不慮の事故 悪性新生物
20～24 自殺 不慮の事故 悪性新生物
25～29 自殺 悪性新生物 不慮の事故

30～34 自殺 悪性新生物 不慮の事故 c寸q• 

35～39 自殺 悪性新生物 心疾患

40～44 悪性新生物 自殺 心疾患

45～49 悪性新生物 自殺 心疾患
50～54 悪性新生物 心疾患 自殺

55～59 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

60～64 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

65～69 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

70～74 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患
75～79 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

(H27年厚生労働省人口動態統計）
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発達障害、精神障害も対象

， 
JASSiη PRESS 

JAS 0 平成27年 α015年）4月 30日

報道関係者各位

大学等における障害のある学生への支援・配慮事例について

独立行数法人日本学金支援像情では、 『陣容を理由とする差別の解消の維進に関する法律j ｛いわゆる f障

害 者 蹴i蜘肖法J）が平成28年4月から結行されることに伽＼大学、短期大学及t摘等専門学校（以下、大

学等）において、隊容のある学生の修学後会地帯保されるよう、今後、大プ争等が合理候艇.の提供にあたって

.考とするための支援・e&事例を取りまとめましたので、公表いたします．

障害のある学生の修学支車庫事例集としては、平成20年度に支湿の取組内容を示した『障害学生修学文書E事例

集jを発行しています．今回の事例集は、支援の申し幽から対応にヨEるまでのプロセスを示したものとして初

めてのものです． ｛大学噂の規換 支緩体制も書己鋼り

阪lbサイトLil. http：／／開t jasso. g。.jp/t出血tsu_shien/2014jirei_to匹 h国 l

図3. 日本学生支援機構
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表2. 大学生のメンタルヘルスと関わる過去の転帰関連調査

報告者
発表

調査方法 対象人数〈人） 調査肉容
年度

内田
2003- 各大学の統計の

約4000 全国73校の調査
2013 集計

Mura iら 2008 アンケート 約450 自学全学生調査

Salzer 2012 アンケート 約450
精神疾患羅患学生

（アメリカ） U寸3< 

Chalitaら 2012 質問紙 237 高校生（メキシコ）

ACHA 2012 アンケート 90000 全大学生（アメリカ）

NAMI 2012 アンケート 約750
羅患学生のオンライン調査

（アメリカ）

Borges 2011 アンケー卜 約5800 全国の有志成人（メキシコ）

Huntら 2010 全国疫学調査 約15800 全国調査（アメリカ）

Kier sch 1966 診療録 108 統合失調症学生



表3 受診群と対照群の退学率の比較

対照群（n=203) 受診学生（n=203)
p value 

M SD M SD 

女性 120 (59.1%) 120 (59.1 %) n.s.3 

入学時年齢（歳） 18.3 0.8 18.4 1.2 n.s. b 

く0.0lb
t寸o‘ 

在籍期間（月） 50.8 8.5 56.8 12 
<O.Olc 

相対危険度 2.5 

退学率（%） 5.4 13.3 <O.Ola 

aχ2 test, b Student『st-test, c Levene's test 



表4. 卒業群と退学群の比較；属性①

自験例 卒業群 退学群
p value 

{n=370) {n=320) {n=50) 

M SD M SD M SD 
属性

女性 215 (58.1°/o) 193 (60.3°/o) 22 (44.0°/o) く0.053

専攻

文系 120 102 (31.9°/o) 18 (36.0°/o) a 
D.S. 

理系 184 159 (49.7°/o) 25 (50.0o/o) n.s.3 
r寸、< 

医療系 29 26 (8.1°/o) 3 (6.0°/o) D.S. 
a 

体育 13 12 (3.8°/o) 1 (2.0°/o) D.S. 
a 

芸術 24 21 (6.6%) 3 (6.0°lc>) D.S. 
a 

初診時年齢（歳） 20.9 1.8 20.9 1.7 21.0 1.8 D.S. 
b 

発症時年齢（歳） 18.8 3.2 19.0 3.2 18.0 3.4 D.S. 
b 

γtest, bStudent's t-test 



表5. 卒業群と退学群の比較；属性②

自験例 卒業群 退学群
p value 

{n=370} {n=320} {n=50} 

M SD M SD M SD 

初診時学年（年次） 2.9 1.2 3.0 1.2 2.6 1.1 く0.05b

初診時学年別人数 n (n/320°/o) n (n/50°/o) 

71 60 (18.8) 11 (22.0) n.s.3 

2 62 50 (15.6) 12 (24.0) n.s.3 α寸コ. 

3 87 72 (22.5) 15 (30.0) n.s.3 

4 137 125 (39.1) 12 (24.0) <0.053 

5 9 9 (2.8) 。 n.s.3 

6 4 4 (1.3) 。 n.s. a 

初診時在籍年数
3.1 1.4 3.1 1.4 3.0 1.4 b 

（年）
n.s. 

擢病期間（月） 26.2 34.4 24.6 33.7 36.6 37.2 く0.05b

γtest, bStudent’s t-test 



表6. 卒業群と退学群の比較；精神医学的調査項目①

自験例（n=370) 卒業群（n=320) 退学群（n=50) p value 

M SD M SD M SD 

調査項目

精神医学的調査項目

診断

F2（統合失調症圏） 78 59 (18.4%) 19 (38.0%) く0.013

F3（気分障害園） 89 75 (23.4%) 14 (23.8%) n.S.3 

双極性障害 10 8 2 n.s.3 σ申コ

うつ病 32 24 8 くo.osa

反復性うつ病 26 23 3 n.s.a 

気分変調症 14 14 。 n.s.a 

その他のうつ 1 。 n.s.3 

F4（神経症圏） 133 122 (38.1 %) 11 (22.0%) くo.osa

F5（不眠・摂食障害園） 38 37 (11.6%) 1 (2.0%) くo.osa

F8,9（発達障害闇） 23 20 (6.3%) 3 (6.0%) n.S.3 

その他 9 7 (2.2%) 2 (4.0%) n.s.a 

γtest, bStudent’s t-test 



表7. 卒業群と退学群の比較；精神医学的調査項目②

自験例（n=370) 卒業群（n=320) 退学群（n=SO) p value 

M SD M SD M SD 
初診時CGI-S 3.7 1.2 3.6 1.2 4.6 1.0 <O.Olb Cコ、。

終診時CGI-GI 2.1 1.3 2.0 1.2 2.8 1.6 くO.Olb

自殺企図（回） 0.1 0.3 0.1 0.3 0.2 0.5 <O.OSb 

8'1.2 test, bStudent’s t-test 



表8. 卒業群と退学群の比較；治療・相談に関する調査項目

自験例（n=370) 卒業群（n=320) 退学群（n=50) p value 

M SD M SD M SD 

治療・相談に関する
評価項目

診療期間（月） 13.3 17.1 12.7 16.7 16.9 19.4 n.s. b 

診療回数（回） 13 19.6 12.2 19.1 18.4 22.3 く0.05b .-I 、。
治療中断率（%） 49.2 51.2 36.0 <O.osa 

家族からの相談（回） 0.9 2.6 0.7 2.6 1.8 2.9 <O.Olb 

担当教官からの相談
0.2 0.7 0.1 0.6 0.3 1.0 b 

（回）
n.s. 

心理士の介入有り（%） 181 (48.9) 160 (50.0) 21 (42.0) n.s.3 

1・t.2 test, bStudent’s t・test



表9. 卒業群と退学群の比較；修学状況

自験例（n=370) 卒業群（n=320) 退学群（n=SO) p value 

M SD M SD M SD 

修学状況 <N 

入学前の不霊校歴
11' 

22 (5.9) 15 (4.7) 7 (14.0) <O.osa 
有り（%）

引きこもり期間（月） 4.3 10.5 2.0 6.4 18.8 17.6 <O.Olb 

留年（回） 0.3 0.6 0.3 0.5 0.7 0.8 くO.Olb

休学（月） 3.6 7.6 2.3 6.1 11.8 10.5 くO.Olb

1x2 test, bs伽dent’st・test



表10. 退学に関連する要因；口ジスティック回帰分析

Odds 
95%CI p value 

Ratio 

自殺企図（回） 2.58 1.17-5.68 く0.05

初診時CGI-Sスコア 1.79 1.21-2.66 く0.01 C<:I 
ば3

引きこもり（月） 1.11 1.07-1.15 く0.01

休学（月） 1.08 1.03-1.13 く0.01

Logistic regression analysis, R2=0.27-0.49 



自殺企図（回）

.123* 

.111牢

CG卜Sスコア
（重症度）

注）有意なパスが見られなかった変数のが値は記載しない。
注）**p<.01吋〈店

閉じこもり

R2=.121 ** 

.185本＊

R2=.076** 

学業転帰
（卒業・退学）
R2=.378** 

図4.退学に関連する要因；学業転帰に関わる要因のパス図

.407** 
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